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研究成果の概要（和文）：消費者、生産者、銀行、政府、及び消費財市場、株式市場、労働市場からなる人工経済シス
テムのエージェントベースモデルを構築し、価格の均衡、資金循環、景気循環、GDPと物価の関係、所得税及び法人税
の減税乗数、などのマクロ経済基本挙動の再現に及ぼすモデル条件の影響を解析した。その結果、個人や法人の多様な
行動とその相互作用からマクロ経済挙動が内生的に創発され、定性的に傾向が再現されること、及びマクロ経済挙動ご
とにその再現に必要不可欠なモデル構造とその基本メカニズムが解明できた。また政府支出の非効率性を考慮した減税
乗数式を導出した。これらは投稿論文4篇、学会発表12篇（内国際会議論文5篇）にまとめた。

研究成果の概要（英文）：An agent-based economic system model consisting of consumers, producers, a bank, a
 government, 3 types of markets including goods, stock and labor markets has been developed. Moreover, the
 influence of the model structure on the reproducibility of each of the fundamental macroeconomic behavior
s such as price equilibrium, business cycle, relationship between GDP and consumer price, effects of the i
ncome and corporate tax reductions on GDP has been analyzed. As a result, it was revealed that each of the
 macroeconomic behaviors can be qualitatively reproduced due to the actions and interactions of autonomous
 agents when the corresponding model structure is appropriate. The model structures that are indispensable
 for reproducing each of the macroeconomic behaviors and their mechanism have been elucidated. Moreover, e
quations for multipliers of tax reduction were derived. Results have been reported in 4 journal papers and
 12 conference papers including those of 5 international conferences.
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１．研究開始当初の背景 
エージェントベースモデリング(以下 ABM)
の特徴は社会を構成する意思決定主体（以下
エージェント）の種類や行動ルールをモデル
化し、実システムと類似のメカニズムで機能
する人工社会をコンピュータ上に構築し、
種々の社会現象の創発挙動を解明する点に
ある。一方、一国のマクロ経済はグローバル
化、複雑化しており、その挙動のメカニズム
には不明な点も多く、様々の経済政策をとる
上での合意形成上の阻害要因となっている。 
ABM はボトムアップ型のモデリング手法で
あるために、種々のマクロ現象の生成メカニ
ズムを解明可能であり、種々の政策効果をシ
ミュレーションにより検討できる新しい手
法を開発することが可能である。しかしマク
ロ経済の挙動を再現するモデルは国際的に
も少なく、学術的にも課題は多い。 
 
２．研究の目的 
（１）ABM による人工経済システムモデルを
構築し、マクロ経済の基本的挙動がコンピュ
ータ上で創発・再現されることを実証すると
ともに、主なマクロ経済挙動再現のために必
要不可欠なモデル構造を解明する。 
（２）上記により ABM モデルの妥当性評価の
手法を明らかにする。 

 
３．研究の方法 
（１）C++によるオブジェクト指向プログラ
ミングにより、消費者、3 種類の生産者、銀
行、行政、及び実物商品、株式、及び労働の
各市場からなる人工経済システムモデルを
開発する。 
（２）上記モデルを用いて、エージェントの
種類や行動ルールなどのシステム構造に関
わる各種要因を一つずつ変更する一連のコ
ンピュータ実験を行うことにより、マクロ経
済の基本挙動が創発・再現されるためのモデ
ル条件を検討する。なお、行政が関わる徴税
の影響の検討に際しては、行政の支出構造と
して効率的支出の極限として市場価格によ
る消費財の購入を、非効率的支出の極限とし
て、無目的な補助金、を仮定し、これらの支
出割合を 10%刻みで変更し、GDP に及ぼす行
政支出効率性の影響を合わせて解析した。 
（３）主なマクロ経済基本挙動としては、市
場価格の均衡、サプライチェーン、資金循環、
景気循環、所得税及び法人税の減税乗数、を
取り上げ検討する。 
 
４．研究成果 
（１）価格の均衡：消費者及び生産者のみが
存在する人工社会システムにおいて、消費者
の所得一定の下で価格均衡の条件について
解析した結果、初期条件に関わらず市場の平
均価格、生産者の供給量と消費者の需要、及
び在庫レベルは均衡値に近づくことが確認
された。すなわち ABM では、需要と供給によ
る市場価格の均衡が内生的に決定される。こ

れを再現するためのモデル条件は、在庫管理
指向による生産者の生産量及び価格の調整
行動が必須要件である。消費者の購買行動の
影響は比較的小さいが、低価格指向の場合に
はより早期に均衡状態に到達する傾向にあ
ることがわかった。また上記の均衡は平均価
格に対してであって、市場における複数の価
格の存在はエージェントの多様性の結果と
して再現される。 
（２）資金循環の再現：消費者が他のエージ
ェントの下で労働して報酬を得、その資金で
生産者の製品を購入するシステム構造の下
では、市場の資金循環は自動的に再現される。 
（３）サプライチェーンの再現：最終製品生
産者と原料供給生産者が存在する系では、最
終製品生産者集合の供給能力と原料生産者
集合の供給能力が共に最終製品の生産量及
び価格に影響し、最終製品生産者集合の供給
能力が一定の場合には、原料生産者の供給能
力が高いほど価格は低下する傾向、すなわち
サプライチェーンの影響が再現される。この
条件が再現されるための必要条件は系が資
金循環系であることである。 
（４）ベキ分布の再現：上記の資金循環系で
は、消費者の所得分布、生産者の売上高分布、
及び同一期に売れた商品価格の最大価格差
分布が概ねベキ分布に従う傾向が確認され
た。前 2者の分布は現実の経済システムでも
確認されている現象であり、ABM の人工市場
でも、エージェント属性の多様性と行動の相
互作用の結果、ベキ分布が再現されていると
考えられる。但しべき指数の絶対値には数
10%程度の差異が見られた。差異の原因は本
研究の人工経済システムにおいて考慮して
いないその他の条件（エージェントの多様性
の差を含む）によるものと考えられる。 
（５）景気循環の再現：生産者が生産能力拡
大のために設備投資を行い、そのための資金
調達に銀行借入が含まれる場合には、GDP の
周期的変動、すなわち景気循環が再現された。 
その生成メカニズムは以下のとおりである。
売上好調な一部の企業による設備投資が設
備生産者の下で賃金を得る労働者の所得増
加をもたらし、それが市場の需要をさらに誘
起して新たな設備投資と銀行借入を誘起す
る好循環が繰り返されてGDP上昇期が形成さ
れる。しかし設備投資のためのローン制約か
ら借入が一巡すると、設備投資が低迷する一
方で借入金返済が優勢となり、市場から銀行
へ資金が逆流する結果、GDP 下降期が形成さ
れる。 
 借入が優勢で銀行から市場へ資金が流入
する時期に GDP 上昇期が形成され、銀行への
資金逆流期にGDP下降期が形成される傾向は、
現実システムでも見られている傾向であり、
本モデルにおいて現実システムと類似のメ
カニズムにより景気循環が創発されている
ものと考えられる。 
 景気循環をもたらす必須要件は、銀行借入
とそれに伴う返済期間がエージェント間で



完全ランダムではなくある平均値の周りに
分布する、という資金循環に関わるシステム
構造である。長期ローン返済期間が完全にエ
ージェント間でランダムであれば周期的な
GDP 変動は生じない。また資金を、企業の内
部留保資金や、新株式発行増資によって全て
調達する場合には、GDP の変動は生じるがそ
の変動は周期的ではない。その理由は、これ
らの資金調達が返済義務を伴わない形態の
ものであるためと言える。 
 現実の景気循環には短周期から長周期ま
で様々な周期の循環が存在することが知ら
れている。その場合の検討は本研究スコープ
の範囲外であり今後の課題であるが、その場
合にも景気循環の原因が銀行借入と返済で
あることに変わりはなく、その場合の周期の
大小を左右するものは、設備投資を誘起する
原因となる新商品や新技術が新たな商品や
技術を生み出す波及効果の大小によるもの
と考えられる。 
（６）所得税減税によるGDP増加効果の再現： 
上記のモデルに政府を加えると、政府による
徴税と消費が新たにGDPへの影響因子として
加わる。徴税の形態を所得税のみとした場合、
GDP に及ぼす税率の影響は政府支出の効率性
に大きく左右され、政府支出の効率性が消費
者の限界消費性向よりも小さい場合にのみ、
減税によって GDP が増加し、現実システムの
傾向が再現されることがわかった。現実シス
テムの政府の役割には所得の再分配や福祉
政策等が含まれており、それらによる非効率
が必然的に存在するが、本モデルでは税率は
所得に無関係としており所得再分配は考慮
していない。また、政府支出の非効率度は補
助金支出額/（補助金及び市場購買による総
支出額）で定義している。従って、本モデル
で仮定した非効率は、政府支出の中に市場価
格以上の価格での発注や、政府介入による価
格調整や参入障壁、業界保護などのレントシ
ーキングに伴う非効率に相当し、これらの非
効率の存在が、所得税減税による GDP 上昇効
果を再現するための必須要件であることを
示している。 
（７）法人税減税によるGDP増加効果の再現： 
 法人税減税による GDP 増加は、政府支出の
非効率性の仮定だけでは再現できない。新た
な要因として、経営者報酬の存在、設備投資
資金調達における内部留保資金の活用、借入
ローン本数の上限緩和（1から 3に増加）、労
働市場の存在、の 4要因について解析した結
果、法人税減税による GDP 増加傾向を再現す
るためには、経営者報酬の存在及び内部留保
資金活用、の仮定が必須であることがわかっ
た。これらの要因は、企業の内部留保資金の
市場への放出を誘起する要因である。すなわ
ち、法人税減税が企業から市場へ流出する資
金の増加をもたらすようなシステム構造が、
法人税減税によるGDP増加傾向再現のための
必須な要件であると言える。 
 また、このシステム構造の場合には、消費

者の金融資産が時間の経過とともに増加す
る傾向も再現することができた。 
 上記モデルにおいて、労働市場有無の影響
すなわち、生産能力向上のために新たに労働
者を雇用する企業と解雇された失業者との
マッチングの場の存在は本質的に重要な要
因ではないことがわかった。このことは、法
人税減税による失業率の低下は、法人税減税
とGDPとの関係において必須要件ではないこ
とを示している。 
 なお、本モデルでは法人税減税による海外
からの資金流入や新たな起業は考慮してい
ないが、その範囲では GDP に及ぼす法人税減
税の影響は、所得税減税の影響に比べて小さ
いという結果となった。海外資金流入の影響
は今後の課題である。 
（８）政府支出の非効率度を考慮した経済連
関モデルによる減税乗数式の導出：森嶋通夫
の無資源国の経済学（1984）の経済連関モデ
ルに修正を加え、政府支出の非効率及び経営
者報酬を考慮した経済連関表を作成し、減税
乗数式を導出した。その結果、所得税及び法
人税の減税乗数は政府支出の非効率度と民
間支出の非効率度の差で表され、政府支出の
非効率が民間のそれより大きい場合に減税
乗数がプラスとなり、ABM シミュレーション
の結果と一致した結果が得られた。 
（９）ABM におけるモデル妥当性の評価： 
 本研究の結果、個々のマクロ現象ごとにそ
れをモデルにおいて再現するための必須な
モデル構造と必須でないモデル構造が存在
することがわかった。このことから、ABM に
おけるモデルの妥当性は、モデル化された人
工社会システムから着目するマクロ現象が
創発されるかどうかによって判定できるも
のと言える。着目するマクロ現象を再現する
ために必須なモデル構造は、モデルに含まれ
るエージェントの種類や行動ルールを１つ
ずつ変更する一連のコンピュータ実験によ
り解明することが可能であることがわかっ
た。 
 なお、本研究で判明したモデルシステム構
造が、着目するマクロ現象を再現するための
唯一のモデル構造であるとは限らない。それ
らとは別に、より影響の大きい別なモデル構
造が存在する可能性は否定できない。しかし
それは影響度の大小関係に関わる問題であ
り、ある研究により必須と判断されたモデル
構造に関する知見が否定されるものではな
い。むしろこれらの知見が体系化されていく
ことによって、より広いシステム構造条件に
おける、マクロ現象再現のためのモデル構造
が明らかとなり、その結果として、着目する
マクロ現象の生成メカニズムが解明できる
ものと考えられる。 
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